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- 要旨 – 

 

本研究の目的は、国際協力による気候変動対策の費用対効果を計測することである。この計測

は、主に、「2 国間クレジット制度(Joint Crediting Mechanism; JCM)」と「地球環境ファシリティ

(Global Environment Facility; GEF)」の 2つによる気候変動対策の事業の分析を通じて、実施さ

れる。この目的は、さらに、①JCM事業として、どのような分野における対策が、効果的に温室効果

ガス(Greenhouse Gases; GHGs)を削減しているかについて、削減「量」の観点から分析すること、

②GEF事業として、どのような分野における対策が、効果的に GHGsを削減しているかについて、

「費用」の観点から分析すること、の 2点に分かれる。 

結果として、JCM 事業において、総削減量が多いのは、①廃棄物・熱利用、②コジェネレーショ

ン、③再生エネルギーの順である。一方、年間削減量が多いのは、①廃棄物・熱利用、②コジェネ

レーション、③省エネルギーの順である。また、JCM 資金支援事業まで対象を拡大して比較すると、

REDD+の年間削減量が、突出して最も多くなる。GEF事業において、総削減量が多いのは、 

①REDD+、②再生可能エネルギー、③省エネルギーの順である。一方、年間削減量についても、

同様の順であった。費用対効果（円/ tCO2e）については、①REDD+が 113 円、②省エネルギー

が 2,622円、③再生可能エネルギーが 3,730円という順となった。 
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1. はじめに   

 

1.1 目的 

 

本研究の目的は、国際協力による気候変動対策の費用対効果(Cost-Effectiveness)を計測する

ことである。この計測は、主に、「2国間クレジット制度(Joint Crediting Mechanism; JCM)」と「地球

環境ファシリティ(Global Environment Facility; GEF)」の 2つによる気候変動対策の事業の分析

を通じて、実施される。JCM とは、日本が実施している 2 国間（Bi-lateral）の気候変動対策のスキ

ームである。GEF とは、多国間(Multi-lateral)の地球環境問題対策（気候変動対策を含む）のスキ

ームである。 

この目的は、さらに、①JCM 事業として、どのような分野における対策が、効果的に温室効果ガ

ス(Greenhouse Gases; GHGs)を削減しているかについて、削減「量」の観点から分析すること、②

GEF 事業として、どのような分野における対策が、効果的に GHGs を削減しているかについて、

「費用」の観点から分析すること、の 2点に分かれる。 

これらの目的を達成することにより、最終的に、国連気候変動枠組み条約(United Nations 

Framework Convention on Climate Change; UNFCCC)・パリ協定（Paris Agreement）にて、い

まだに決定していない、国際協力による GHGs 削減量を、各国の削減達成分としてカウントする、

ということの援用とする政策提言を行う。 

 

 

1.2 背景1  

 

 本研究の背景として、以下の 2点が指摘されうる。 

 

1) 気候変動による影響の深刻化 

 2019 年の 6 月及び 7 月にヨーロッパを熱波が襲い、フランスで 46℃、ドイツで 42.6℃など、各地

で最高気温を更新した。我が国でも、気温の上昇傾向にあり、2018年の東日本では、6～8月の平

均気温が、統計開始以降で最も高くなった。また、同じく 2018 年 7 月には、西日本から東海地方

を中心に広い範囲で、数日間大雨が続き、総雨量は、1982 年以降の豪雨災害時の雨量と比べて、

極めて大きいものとなった。このように、極端な気象・気候現象が多発し、平均的な気候から乖離す

ることを「気候変動」といい、世界の至る所で観測されている。 

1891年から 2018年の世界における年平均気温偏差を図 1.1にまとめた。気候変動に関する政

府間パネル(Intergovernmental Panel on Climate Change; IPCC)(後述)は、第 5次評価報告書

                                                   

1 「1.2背景」については、特に断りが無い限り、気象庁(2019)、IPCC(2015)、(The) Secretariat of the UNFCCC 

(2015) による。 



5 

 

(IPCC Fifth Assessment Report 5; AR5)において、この地球温暖化は、人為的なものである可能

性が極めて高く、温暖化には疑う余地はない、と明言している。人為起源の GHGs の排出は、工

業化以前の時代以降、増加しており、これは、主に、経済成長や、人口増加からもたらされてきた。

工業化(1750 年)以前の GHGs 平均濃度は、287ppm2であったが、2018 年は、408ppm まで値が

上昇している。このまま GHGs を大量に排出し続ければ、気温上昇や、生態系に対する悪影響な

ど、気候変動の脅威は、ますます増大していき、将来における私たちの生活に多大な影響を与え

る。 

地球温暖化に対する IPCC による予測は、深刻である。2081～2100 年の世界平均地上気温の

1986～ 2005 年平均に対する上昇量は、最も温暖化が抑えられた場合 (Representative 

Concentration Pathways2.6; RCP2.6)は、0.3℃～1.7℃であり、最も温暖化が進んだ場合

(RCP8.4)は、2.6℃～4.8℃となっている。気温上昇が 1.5℃を超えると、地球環境への影響が大きく

なる一方、気温上昇を 1.5℃に抑えるには、迅速な対応が必要で、世界の CO₂排出量を 2030 年

までに、2010年比で 45%削減し、2050年頃までには、実質ゼロとする必要がある3。 

気候変動は、対策が遅れると再び元に戻ることができなくなる不可逆性の性格を兼ね備えており、

もはや一刻の猶予も許さない状況となっている。気候変動は、現在の国際社会が直面する最優先

課題であり、世界各国は、迅速な対応を求められている。 

 

 

図 1.1 世界の平均気温偏差(1891～2018) 

 

     出典：気象庁公式ウェブサイトに基づき筆者作成。 

       注：基準値は、1981年から 2010年の 30年平均値。 

                                                   
2 ppmは、大気中の分子 100万個中にある対象物質の個数を表す単位。 
3 IPCC (2018)。 
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2) 「パリ協定」採択 

2015年に、国連気候変動枠組み条約第 21回締約国会議(the 21st meeting of the Conference 

of the Parties to the United Nations Convention on Climate Change; UNFCCC COP21)が開

催された。COP21において、2020年以降の GHGs排出削減等のための新しい国際枠組みとして、

パリ協定が採択された。 

パリ協定の目的は、「世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて 2℃より十分低く保つとと

もに、1.5℃に抑える努力を追求すること及び気候変動の脅威への世界的な対応を強化する」こと

である。また、パリ協定の前身である京都議定書(Kyoto Protocol)が、GHGs 排出削減を、先進締

約国のみに求めたのに対して、パリ協定は、すべての締約国に、GHGs 排出削減を求めた。すな

わち、パリ協定は、持続可能な脱炭素社会への転換に向けた全世界の決意と、行動を示したとい

える。現在は、2020 年から適用されるこのパリ協定を軸に、世界各国は、気候変動対策に取り組ん

でいる。パリ協定採択までの経緯を表 1.2にまとめた。尚、パリ協定の詳細は、「3.3パリ協定」でまと

める。 

 

 

表 1.2 主な気候変動枠組み交渉の経緯 

 

 出典：外務省公式ウェブサイトに基づき筆者作成。 

 

 

 



7 

 

1.3 意義 

 

 これらの背景の中で、本研究の意義は、気候変動緩和策を費用対効果の点から分析することで

ある。特に、国際協力による気候変動緩和策に対象を絞る。 

我が国は、国内での削減努力に注力をしつつも、気候変動対策には、国際協力が必要であると

している。この理由としては、気候変動は、地球環境問題であるため、GHGsを日本で削減しても、

国際協力によって他国で削減しても、温暖化に対する効果は、同じであるということ及び日本の環

境技術は、途上国に比べて高いため、国内でのさらなる削減は負担が大きい、ということが挙げら

れる。 

当然のことだが、同じ量の GHGs を削減する際、より安価な手段で削減実施できるほうが望まし

いため、費用対効果が考慮される必要がある。また、気候変動緩和策には、いくつかの分野があり、

費用対効果は、それぞれ異なっている。したがって、JCM などの国際協力による気候変動緩和策

の費用対効果を、異なった分野間で比較することには、意義がある。 

 

 

1.4 優位点と限界 

 

本研究の優位点は、国際協力分野を対象としていることと、費用対効果の点から、これを分析し

ていることである。また、JCM に関する先行研究はまだ少ないため、この点においても、本研究は

優位である。さらに、GEFの事業についての費用面での先行研究は、稀であり、同様に、本研究は

優位である。 

 一方、JCMの各事業について、直接、費用を計測できなかった。この点は限界である。 

 

 

2気候変動 

 

2.1 気候変動とその要因4 

 

 気候とは、「十分に長い時間について平均した大気の状態」をいう。一方、気象とは、「大気の状

態や、大気中で起こる全ての現象」のことをいう。気候は、平均によって短期間の変動が取り除か

れるため、それぞれの場所で現れやすい気象の状態、と考えることができる。平均期間より長い時

間で見ると、気候は、必ずしも定常的なものではなく、様々な変動や、変化をしている。このような

変動や、変化を広く「気候変動」と呼ぶ。 

気候変動の要因には、自然の要因と、人為的な要因がある。自然の要因には、大気自身に内

                                                   
4 「2.1 気候変動とその要因」については、特に断りがない限り、気象庁公式ウェブサイトによる。 
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在するもののほか、海洋の変動、火山の噴火によるエアロゾル5の増加、太陽活動の変化などがあ

る。特に、地球表面の 7 割を占める海洋は、大気との間で海面を通して熱や、水蒸気などを交換し

ており、海流や、海面水温などの変動は、大気の運動に大きな影響を及ぼす。 

一方、人為的な要因には、人間活動に伴うCO₂などのGHGsの増加や、エアロゾルの増加、森

林破壊などがある。GHGs の増加は、地上気温を上昇させ、森林破壊などの植生の変化は、水の

循環や、地球表面の日射の反射量に影響を及ぼす。 

 

 

2.2気候変動によって生じている問題6 

 

気候変動は、世界のあらゆる国々の安定と繁栄、人間の安全保障にとって脅威なものである。こ

こ数十年、気候変動は、全ての大陸と、海洋にわたり、自然及び人間システムに様々な影響を与え

てきた。既に発生している気候変動によって生じている問題を以下にまとめた。尚、2019 年時点で

世界平均気温は、既に産業革命前と比べて 1.1℃上昇している7。 

 

1) 海面上昇 

 気温が上昇し、氷河が融解したことによって、世界平均海面水位は、1901 年～2010 年の期間中、

0.19m上昇した。 

 

2) 食糧生産 

 熱帯や、温帯において、作物収集量に負の影響が生じている。広範囲にわたる地域や、作物を

網羅している多くの研究に基づくと、作物収量に対する気候変動の負の影響は、正の影響に比べ

て一般的にみられる。 

 

3) 水文システムの変化 

 ほぼ世界中で氷河が縮小し続けており、流出や、下流の水資源に影響を及ぼしている。また、多

くの地域において、降水量または、雪氷の融解の変化が水文システムを変化させ、量と質の面で

水資源に変化を与えている。さらに、海洋が人為起源の二酸化炭素の約 30％を吸収して、海洋酸

性化を引き起こしている。 

 

  

 

                                                   
5 気相中に固体や液体の粒子が分散した状態で安定な状態にある系。 
6 「2.2 気候変動によって生じている問題」、「2.3 気候変動による将来のリスク」については、特に断りが

ない限り、環境省(2014b)による。 
7 WMO Official Website。 
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2.3気候変動による将来のリスク 

 

気候変動によって、生じる将来のリスクを以下にまとめた。ここでいうリスクとは、事前に想定でき

る好ましくないことの意である。尚、下に挙げるリスクは、いずれも IPCC の評価報告書において、

確信度が高いと特定されており、複数の分野や、地域に及ぶ。 

 

1) 海面上昇 

1～2℃の間では、追加的気温上昇に伴ってリスクが不均衡に増加し、追加的気温上昇が 3℃を

超えると、大規模かつ不可逆的な氷床消失により、海面水位が上昇する可能性があるため、リスク

は高くなる。あるしきい値よりも大きい気温上昇が続くと、グリーンランド氷床のほぼ完全な消失が千

年あるいは、それ以上かけて起こり、世界の平均海面水位を最大 7m上昇させるのに寄与する。 

 

2) 洪水・豪雨 

21 世紀及びそれ以降に予測されている海面水位上昇により、沿岸システムと、低平地は、浸水、

沿岸域の氾濫及び海岸浸食のような悪影響をますます経験することになる。大規模な港湾施設や、

大規模な石油化学・エネルギー関連産業を持つ都市は、特に洪水の増加によるリスクに脆弱であ

る。2070年代までの 0.5mの海面水位の上昇によって、リスクがある人口は、3倍以上に、資産のリ

スクは、10 倍以上に増加する可能性がある。現在及び 2070 年における人口と、資産の沿岸洪水

によるリスクの上位 20都市のランキングは、アジアのデルタ地帯に集中している。 

豪雨や、高潮による氾濫は、公共インフラや、施設の破壊、水源の汚染、浸水、生計や、ビジネ

スの損失、水媒介感染症の増加を引き起こす可能性がある。 

 

3) 健康被害 

21 世紀半ばまでに予測される気候変動は、主に、既存の健康上の問題を悪化させることで、人

間の健康に影響を与える。工業化以前と比較して 4℃の温度上昇による健康への影響は、2℃のと

きの 2 倍以上となる。このような影響は、「極端な暑熱に対する死亡率」、「幼年期の栄養と成長な

どへの影響」、「感染症」などにみられる。 

 

4) 食糧不足 

熱帯及び温帯地域の主要作物（コムギ、米及びトウモロコシ）について、適応がない場合、その

地域の気温上昇が 20 世紀後半の水準より 2℃又はそれ以上になると、個々の場所では、便益を

受ける可能性はあるものの、気候変動は、生産に負の影響を及ぼす。食料安全保障のあらゆる側

面は、食料の入手可能性、利用、価格の安定などにおいて、潜在的に気候変動の影響を受けて

いる。 
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5) 水不足 

淡水に関連する気候変動のリスクは、GHGs濃度の上昇に伴い著しく増大する。21世紀全体の

気候変動は、ほとんどの乾燥亜熱帯地域において、再生可能な地表水及び地下水資源を著しく

減少させ、エネルギーと、農業間などの分野間の水資源をめぐる競合を激化させる。 

 

6) 海洋・陸上生態系損失 

21 世紀中及びその後において予測される気候変動下で、特に、生息地の改変、乱獲、汚染及

び侵入生物種といった他のストレス要因と、気候変動が相互作用するほど、陸域及び淡水域両方

の種の大部分が、増大する絶滅リスクに直面する。また、多くの種は、中～高の範囲の気候の変化

速度(RCP4.5、6.0及び 8.5)下において、21世紀中は、生息に適切な気候を追従できない。 

 

 

2.4気候変動に関する政府間パネル8 

 

この気候変動を科学的に研究し分析する政府間パネルが、IPCC である。IPCC は、1988 年に

世界気象機関 (World Meteorological Organization; WMO)と国際連合環境計画 (UN 

Environment Programme; UNEP)によって設立された。IPCCの主な活動は、気候変動に関する

科学研究から得られた最新の知見を評価し、評価報告書にまとめて公表することである。IPCC は、

1990年に公表された第 1次評価報告書(AR1)以降、5～6年の間隔で新たな報告書を公表してい

る。最新の報告書は、AR5 である。IPCC の報告書は、国際的に合意された科学的理解として、国

際交渉の場面でも多用されてきた。1990 年に公表された AR1 は、1992 年の気候変動枠組み条

約の採択に、1995年の第 2次評価報告書(AR2)は、1997年の京都議定書の採択に、重要な役割

を果たしている。そして 2001 年の第 3 次評価報告書(AR3)、2007 年の第 4 次評価報告書(AR4)

に続いて、2013 年から 2014 年にかけて公表されたものが、AR5 である。尚、IPCC は、2007 年の

AR4を公表した際に、ノーベル平和賞を受賞している。 

最新の AR5 のポイントは、3 つある。第 1 のポイントは、1951 年～2010 年の温暖化の主な要因

を人間活動の影響であることを確実視したことである。前回の AR4 では、このことについて、「可能

性が非常に高い(90%以上)」としていたが、AR5 は、「可能性が極めて高い(95%以上)」と表現を強

めた。 

第 2 のポイントは、GHGs年間排出量は、1970 年～2010 年の間に増え続けている、と公表した

ことである。CO₂累積排出量は、1970年に 4200±350億 tCO2であったが、2010年には、約 3倍の

1.3兆±1100億 tCO2に達した。世界的な経済成長と、人口増加が CO₂排出量増加の推進力であ

ると考えられる。 

                                                   

8「2.4 気候変動に関する政府間パネル」については、特に断りがない限り、IPCC (2015) 、IPCC Official 

Website による。 
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第 3のポイントは、代表濃度経路の「RCPシナリオ」に基づいて気候の予測や、影響評価を行っ

たことである。AR4 では、社会的・経済的な将来像による排出シナリオから予測していた

「SRES(Special Report on Emission Scenarios)シナリオ」を使用していたが、RCPシナリオを使用

したことによって、気温上昇を何℃抑えるためには、といった目標主導型の社会経済シナリオを複

数作成して、検討することが可能となった。RCP シナリオの内容を表 2.1 にまとめ、IPCC による気

候変動評価報告書の概要を表 2.2 にまとめた。尚、第 6 次評価報告書(AR6)の統合報告書は、

2022年 4月に完成予定である。 

 

 

表 2.1 RCPシナリオ 

 

 出典：IPCC(2015)に基づき筆者作成。 
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表 2.2 IPCCによる評価報告書の概要 

 
 出典：環境省(2014)に基づき筆者作成。 

 

 

3. 国連気候変動枠組み条約9 

 

3.1 国連気候変動枠組み条約 

 

国連気候変動枠組み条約は、1992年にリオ・デ・ジャネイロで開かれた国連環境開発会議

(United Nations Conference on Environment and Development; UNCED)(リオ地球サミット)

において、採択され、1994年に発効した。この条約の加盟国は、197カ国である。この条約の目的

は、「大気中の GHGs濃度の安定化」である。また、この条約は、海面上昇による沿岸被害、食糧

難、また、疫病蔓延をもたらす地球温暖化への対策の合意として、締結され、地球の気候変動及

び悪影響が、人類の共通の関心事であることを初めて確認したものである。この条約は、気候変動

に関して大まかな枠組みを決めたものであるため、必然的に、具体的な施策や、数値目標を定め

た京都議定書や、パリ協定が必要になる。UNFCCCの概要を表 3.1にまとめた。 

 

 

 

 

                                                   
9 「3.1 国連気候変動枠組み条約」については、特に断りがない限り、UNFCCC Official Websiteによる。 
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表 3.1 UNFCCCの概要 

 
出典：経済産業省(2018)に基づき筆者作成。 

 

 

3.2 京都議定書 

  

京都議定書は、1997 年に京都で開催された国連気候変動枠組み条約第 3 回締約国会議

(COP3）において、採択され、2005 年に発効した。この議定書の締約国は、192 カ国である。これ

は、1992 年に採択された気候変動枠組み条約の目標である「GHGs 濃度を安定化」を達成させる

ために作られた、法的に拘束力のある議定書である。京都議定書の特徴は、2つある。 

 

1) 削減目標数値 

京都議定書は、先進国(附属書Ⅰ国)にのみ条約上の数値目標を伴う削減義務を課した。

GHGs 削減目標値は、対 1990 年比で日本・6％、米国・7％、EU・8%で、先進国平均は、5.2％で

あった。対象ガスは、二酸化炭素(CO₂)、亜酸化窒素(N₂O)、メタン(CH₄)、代替フロン(HFCs、

PFCs)、六フッ化硫黄(SF₆)である。尚、第 2 約束期間(2013 年～2020 年)において、三フッ化窒素

(NF₃)が追加された。 

 

2) 京都メカニズム 

京都議定書は、GHGs削減に向けて新しい制度である「共同実施(Joint Implementation; JI )」、

「クリーン開発メカニズム(Clean Development Mechanism; CDM)」、「排出量取引(Emissions 

Trading; ET)」の 3つを導入した。これらは、「京都メカニズム(Kyoto Mechanism)」と呼ばれ、各国

の数値目標を達成するための補助手段として、市場メカニズムを活用する制度である。京都議定

書では、国内の対策だけではなく、他の国と共同で実施した温暖化対策事業によって生じた削減

量を削減したものとするスキームや、他の国から排出削減量を買う制度を使って、議定書の削減目

標を達成することを認めた。表 3.2に京都メカニズムの概要をまとめた。 
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表 3.2 京都メカニズムの概要 

 

  出典：環境省公式ウェブサイトに基づき筆者作成。 

 

 

3.3 パリ協定 

 

3.3.1 内容と特徴 

 

パリ協定は、気候変動に関する 2020年以降の枠組みであり、2015年にフランスのパリで行われ

た COP21 において、採択された。パリ協定は、55 か国以上の締結かつ締約国の排出量が、全世

界の排出量の 55％以上を満たす、という発効要件を達成し、2016 年 11 月 4 日に、発効した。今

日、UNFCCC 締約国である 197 カ国のうち、187 カ国が、パリ協定を批准している10。この協定の

目標は、「世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて 2℃より十分低く保つとともに、1.5℃に

抑える努力を追求する」ことである。対象ガスは、京都議定書で定めていたものと同様である(第 2

約束期間に追加された三フッ化窒素を含む)。パリ協定の主な条項を表 3.3 にまとめた。パリ協定

は、気候変動への世界的な危機感の高まりから、各国の締結が速やかに進み、採択から約 1 年と

いう国際条約としては、異例の速さで発効した。また、パリ協定を実施するためのルールであるパ

リ・ルールブック(Paris rulebook)が、2018 年 12 月にポーランドで開催された国連気候変動枠組

み条約第 24回締約国会議(COP24)において、採択された。パリ協定の特徴は以下の 3つである。 

 

 

 

 

 

                                                   
10 2019 年 10 月 31 日時点。UNFCCC Official Website。 

1
クリーン開発メカニズム
(CDM)

・先進国が途上国において排出削減プロジェクトを実施。
・その結果生じた排出削減量に基づいてクレジットが発行される仕組み。
・クレジットが移転されることで、投資国の総排出枠が増える。
・一方、途上国側には、事業の投資、技術移転等のメリットがある。

2
共同実施
(JI)

・先進国同士で排出削減プロジェクトを実施。
・その結果生じた排出削減量に基づいてクレジットが発行される仕組み。
・ここで発効されるクレジットは、排出削減単位。
・これは、京都議定書の数値目標の達成に向けて活用可能。

3
排出量取引
(ET)

・先進国同士が排出割当量またはクレジットの取得・移転を行う仕組み。

京都メカニズムの概要
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表 3.3 パリ協定の主な条項 

 

出典：外務省(2016)に基づき筆者作成。 

 

 

1) 具体的な長期数値目標 

 パリ協定の一番の注目は、全球平均気温上昇を産業革命前に比べて 2℃ 未満に抑制するとい

う長期目標を明記し、1.5℃を努力目標としたことである。この長期目標を達成するため、世界の

GHGs 排出を出来る限り早期に減少方向に転換し、今世紀後半には、GHGs の排出実質ゼロを

目指すことになった。しかし、その後発表された IPCC の 1.5℃特別報告書(IPCC special report 

on the impacts of global warming of 1.5 °C above pre-industrial levels and related global 

greenhouse gas emission pathways, in the context of strengthening the global response to 

the threat of climate change, sustainable development, and efforts to eradicate poverty; 

SR1.5)では、1.5℃上昇と、 2℃上昇がもたらす影響には、相当の違いがあることが示された。また、

1.5℃未満に抑えるためには、世界の排出量を 2030年には 、2010 年比 45%削減し、2050 年頃

までに、正味（ネット）ゼロにしなければならず、社会経済システムの広範かつ急速な変革が必要に

なることも示された。尚、2019 年時点で、世界平均気温は、既に産業革命前と比べて 1.1℃上昇し

ている11。 

 

2) 遵守義務国12 

 京都議定書では、排出量削減の法的義務は、先進国にのみ課せられていた。しかし、京都議定

書が採択された 1997 年から今日までの間に、途上国は、急速に経済発展を遂げ、それに伴って

排出量も急増している。この状況を踏まえ、パリ協定では、すべての締約国に、2020 年以降の

「GHGs 削減・抑制目標」を定めることを求めている。これは、「各国が自主的に決定する約束草案

                                                   
11 WMO Official Website.  
12 「2)途上国を含む全ての主要排出国が対象」については、特に断りがない限り、IGES(2019)による。 
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(Intended Nationally Determined Contribution; INDC)」と呼ばれ、各国が自ら決定することと

なった。尚、 INDC は、パリ協定批准により、正式に「各国が決定する貢献 (Nationally 

Determined Contribution; NDC)」となり、国連に登録され 2020 年以降に実施が求められる13。

表 3.4に各国の INDCをまとめた。 

 しかし、現在の NDC シナリオの下での 2030 年までの推定総排出量と、温暖化を 2℃並びに

1.5℃に抑制する排出経路の下でのそれとの間の排出ギャップは大きい。NDC の完全な実施では、

2℃シナリオと比較して、2030 年までに、約 15 GtCO₂e のギャップが生じる、と推定される。また、

NDCの実施と 1.5℃経路排出ギャップは、約 32 GtCO₂eである。現在のNDCが完全に実施され

た場合、今世紀末までに温暖化が 3.2℃に抑制される可能性は、66％である。現状、私たちがたど

り着く可能性が高い場所と、私たちがたどり着かないといけない場所の違いは大きい。 

 したがって、現在の各国の NDC を著しく強化する必要がある。パリ協定の目標である「2℃より十

分に低くする」という目標を達成するためには、各国の NDC 野心度(排出削減レベル)を 3 倍に、

1.5℃目標を達成するためには、5 倍以上にしなければならない。国連気候変動枠組み条約第 25

回締約国会議(COP25)では、各国の NDC 強化に関する決定が注目されたが、最終合意文書で

は、「shall(しなければならない)」といった強い表現は用いられず、COP21 決定に言及し、目標見

直しを推奨するに留まる表現となった。 

 

 

表 3.4 2020年以降の各国の INDC 

 

              出典：外務省公式ウェブサイトに基づき筆者作成。 

                 注：米国は、2019年 11月にパリ協定の脱退を正式に通告をしている。 

                                                   
13 外務省公式ウェブサイト。 
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3) 市場メカニズム14 

 ここでの市場メカニズムとは、他国における削減を、自国の削減としてカウントするメカニズムのこ

とである。京都議定書では、他国の排出削減量を自国の目標達成に利用する柔軟性措置、市場メ

カニズムの活用が認められていたが、途上国も含めた全締約国が参加する新たな枠組みへの検

討が始まると、気候変動対策における市場メカニズムの是非や、取引の際の単位、その単位を目

標に活用した場合のアカウンティングの方法が議論の的となり、各国の見解が対立した。以下が市

場メカニズムについての主な論点である。 

 

① アカウンティング 

協議の中で、重要な論点となっているのが、市場メカニズムを活用した場合のアカウンティング

である。特に、第 6 条の協議の中では、1 つの排出削減量を、2 カ国で目標値の利用に活用する

ダブルカウントをどのように回避するのか、その具体的な方法をどのように定めるのかが、重要な論

点となっている。 

アカウンティングとは、各国が、パリ協定の下で提出する NDC の達成を評価することであるが、

第 6 条の下では、複数の国の間で排出削減量が移転され、最終的にいずれかの国で目標達成に

利用されることになる。京都議定書では、トップダウンで先進国に設定された目標値は、tCO2e を

単位とし、目標達成を判断する際は、GHGs の排出量のみを tCO2e を単位として算定し、判断さ

れた。一方、パリ協定では、先進国だけではなく、途上国も何らかの目標値が設定される一元的な

構造となっているため、京都議定書と同様なアカウンティング手法を採用することは難しい。 

パリ協定の下で、各国は、それぞれの状況を踏まえて、ボトムアップで独自に策定する NDC を

目標値として設定している。京都議定書と同様に基準年の排出量の水準から、複数年にわたって

排出量を削減する複数年の排出削減目標が設定されている場合もあるが、基準年は、設けられて

いるが、単年度の目標である場合や、原単位の目標値が設定されている場合もある目標値の設定

方法については、各国に大きな裁量が認められているため、tCO2e だけではなく、再生可能エネ

ルギーの導入目標値を電力量(kWh)、容量(kW)などで設定されている場合が多く、途上国では、

適応に関する取組みを目標として、設定する場合も多い。そのため、目標達成の判断にあたって

は、tCO2e 以外の単位も考慮しなければならなくなっている。さらに、NDC の規制対象となって

いる産業分野については、国によって異なり、全経済活動が対象となっている場合もあるが、一部、 

NDC の規制対象外となっている場合も多い。 

このように多様な目標設定がなされている中で、他国で得られた排出削減量をどのような単位で

取引するのか、また、得られた他国の排出削減量を目標達成にあたっては、どのようにアカウンティ

ングを行うかについて、京都議定書とは異なる対応がパリ協定では、求められている。これについ

て、日本、豪州、EUなど多くの国が tCO2eのみを指標とすることに支持しているのに対して、有志

                                                   

14「3)市場メカニズム」については、特に断りがない限り、有馬純(2016)、日本エネルギー経済研究所

(2018) 、水野勇史(2019)、IGES(2015)による。 
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途上国グループ15 (Like Minded Developing Countries; LMDCs)やアラブグループは、tCO2e

以外に換算できない緩和の成果も指標に含めるべきである、と主張している。 

 

② 市場メカニズムのアプローチ 

市場を活用する様々なアプローチについては、2007 年にバリで開催された国連気候変動枠組

み条約第 13 回締約国会議(COP13)以降、8 年にわたり UNFCCC 国際交渉の場で議論されてき

た。議論における主な国のポジションは、各国主導型市場メカニズムの実施を支持する日本、米国、

カナダ、オーストラリア、ニュージーランドなどのアンブレラグループ16 (Umbrella Group; UG)、新

たな国連管理型市場メカニズムの構築を支持する EU、スイス、ノルウェー、ブラジル、市場メカニ

ズムに反対する立場から非市場アプローチを主張するボリビア、ベネズエラなどの ALBA17 

(Bolivarian Alliance for the Peoples of our America)という構図であった。 

この状況を踏まえて、パリ協定第 6 条では、各国が主張するトップダウン・ボトムアップアプロー

チ、市場メカニズム、非市場アプローチの要素を全て含む形でまとめられた。2項、3項において市

場メカニズムの活用が位置づけられ、4 項～7 項では、UNFCCC が管理をするメカニズムが、8 項

では、非市場メカニズムについて記された。このように、パリ協定第 6 条は、市場メカニズムについ

て全ての要素を含んだ非常に曖昧な形となったが、市場メカニズムの活用については、2、3 項に

おいて明記されている。以下にパリ協定における第 6条 2項、3項の内容を示す。 

 

2. Parties shall, where engaging on a voluntary basis in cooperative approaches that 

involve the use of internationally transferred mitigation outcomes towards nationally 

determined contributions, promote sustainable development and ensure 

environmental integrity and transparency, including in governance, and shall apply 

robust accounting to ensure, inter alia, the avoidance of double counting, consistent 

with guidance adopted by the Conference of the Parties serving as the meeting of the 

Parties to this Agreement. 

3. The use of internationally transferred mitigation outcomes to achieve nationally 

determined contributions under this Agreement shall be voluntary and authorized by 

participating Parties.18 

 

 市場メカニズムに反対した国を考慮して、直接「市場メカニズム」という言葉は記されていないが、

緩和成果の国際的な移転(internationally transferred mitigation outcomes; ITMOs)と、国別目

標への活用(to achieve nationally determined contributions)が明記されている。6条 2項は、国

                                                   
15 中国、サウジアラビアなどの新興国、途上国が属する交渉グループ。 
16 日本が属する交渉グループ。先進国と途上国の二分論に反対・市場メカニズムを支持している。 
17 ボリビアやベネズエラなどが属する交渉グループ。先進国と途上国の二分論に賛成・非市場メカニズム

を支持している。 

18 (The) Secretariat of the UNFCCC(2015)。 
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連の関与を認めず、各国が協力して実施する協力的取り組みを認めている。我が国が実施してい

る JCMや、EU等で実施されている国内排出量取引が他国とリンクした場合などを想定している。   

したがって、パリ協定において、市場メカニズムは、2020 年以降の GHGs 排出削減に向けて、

重要な位置づけがされたといえる。しかし、COP21 の段階では、市場メカニズムを活用する際の具

体的なルールは、決定されていないため、ここでは記されていない。 

尚、COP24では、パリ協定の実施指針であるパリ・ルールブックが採択されたが、ここでは、市場

メカニズムに強く反対する国の影響により、パリ協定第 6 条に関する検討についてのガイダンス等

は、決定することができなかった。また、COP25 においても、決定することが出来なかったため、6

条 2項に基づく ITMOs活用の詳細については、継続検討となり、6条の実施ルールが採択される

かどうかは、国連気候変動枠組み条約第 26回締約国会議(COP26)以降に持ち越しとなった19。 

  

 

3.3.2 我が国の気候変動対策と JCM 

 

1) 気候変動対策 

気候変動の対策には、大きく「緩和策」と「適応策」の 2 つに分けることが出来る。緩和策とは、

GHGs の排出削減と吸収の対策を行うことである。省エネルギーの取組みや、再生可能エネルギ

ーなどの低炭素エネルギー、植物による CO₂の吸収源対策などが挙げられる。一方、既に起こり

つつある気候変動影響への防止・軽減のための備えや、脆弱性の改善により、気候変動と折り合

える適応社会の実現を目指すものを、適応策という。影響の軽減をはじめ、リスクの回避・分散対策

のことで、渇水対策や、農作物の新種の開発や、熱中症の早期警告インフラ整備などが挙げられ

る。 

気候変動に対応していく為には、緩和策と適応策の両方に取り組んでいく必要がある。地球に

は、過去に排出した GHGs の大気中への蓄積があり、ある程度の気候変動は、避けられない為、

緩和策だけでは、地球温暖化に対応することは出来ない。変化した気候のもとで悪影響を最小限

に抑える対策は、適応策に限られる。適応策は、緩和策を補完するものとして位置づけられている

が、双方とも気候変動対策には、必要不可欠である。緩和策の効果が現れるには、長い時間がか

かるため、早急に取り組みを開始し、長期にわたり継続していく必要がある。気候変動対策の例を

表 3.5にまとめた。 

 

 

 

 

 

 

                                                   
19 IGES(2019)。 
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表 3.5 気候変動対策の例 

 

 出典：環境省(2018b)に基づいて筆者作成。 

 

 

2) 我が国の気候変動対策20 

パリ協定における我が国の 2020 年以降の約束草案は、2030 年度に GHGs 排出量を 2013 年

度比 26.0％減の水準(約 10億 4,200万 tCO2)にする、としている。実施期間は、2021年 4月 1日

から 2031年 3月 31日の 10 年間である。この目標数値は、GDP当たり排出量を 4 割以上改善、

1 人当たり排出量を約 2 割改善することで、世界最高水準を維持するものである。また、第 4 次環

境基本計画において、我が国は、長期的な目標として、2050 年までに GHGs の 80％削減を目指

す、と表明している21。 

 我が国は、この削減計画と、パリ協定における全世界共通の目標である「産業革命以前と比べて

世界の平均気温上昇を 2℃より十分に低く保つとともに 1.5℃に抑える努力をする」を柱として、国

内での大幅な排出削減を目指すとともに、世界の脱炭素化を牽引する国際的リーダーシップを発

揮する姿勢を示している。国内では、我が国の約束草案を踏まえた「地球温暖化対策計画」の推

進や税制のグリーン化、環境省が公的機関として世界で初めて RE100(Renewable 

Energy100%)(企業が自らの事業の使用電力を 100％再生可能エネルギーで賄うことを目指す国

際的なイニシアティブ)にアンバサダーとして参画するなど、積極的に取り組みを進めている。 

さらに、我が国は、気候変動対策の中でも特に、パートナー国との協働に基づき、他国において、

GHGs削減を行う気候変動緩和策に力を入れている。国内ではなく、他国において気候変動対策

を行う根拠は、費用対効果である。GHGsは、地球上どこで削減しても効果は、同じであるため、環

境技術が進んでおり、限界削減費用22が高い我が国で対策を行うより、限界削減費用が安く、削減

                                                   
20 「2)我が国の気候変動対策」については、特に断りがない限り、環境省(2018a)、環境省(2018c)による。 
21 環境省(2012)。 
22 1 単位当たりの追加削減コスト。 
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余地が大きい他国において、対策に取り組んだほうが効果的である。実際、我が国の GDP 当たり

CO₂排出量は、世界の中で低いレベルにある。図 3.6 に世界各国の GDP当たり CO₂排出量をま

とめた。    

すなわち、我が国におけるこれ以上の削減は、乾いたタオルを絞るような努力、換言すると、非

常に高いレベルの技術開発と、負担の大きい削減努力を強いられることになる。この考えに基づき、

我が国は、JCM をはじめとした 2 国間協力の推進や、多国間協力の緑の気候基金（Green 

Climate Fund; GCF）をはじめとした多国間資金供与機関への資金拠出などを行っている。今後、

長期的に抜本的な削減を実現するためには、2 国間あるいは、多国間での国際協力を戦略的に

組み合わせて展開することが必要である。気候変動対策分野における我が国の 2 国間・多国間協

力の枠組みと実績を表 3.7にまとめた。 

 

 

図 3.6 GDP当たり CO₂排出量 

 

    出典： World Bank open dataに基づき筆者作成。 

     注：2014年のデータ。GDPは、米ドル換算。 
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表 3.7 我が国の 2国間・多国間協力の枠組みと実績 

 

  出典：環境省(2018a)に基づき筆者作成。 

 

 

3)  JCM23 

JCM とは、先進国が途上国へ優れた低炭素技術などの普及を通じ、地球規模での温暖化対策

に貢献し、それと同時に排出削減への貢献を適切に評価して、先進国の削減目標の達成に活用

する、という我が国が提案し、実施している各国主導型市場メカニズムである。途上国に投資をす

るだけに留まらず、我が国がプレーヤーとなって主体的に取り組んでいくという点で、JCM は、表

3.7に挙げた他の国際協力と異なる。   

気候変動は、地域環境問題ではなく、地球環境問題である。そのため、JCMのように先進国が、

途上国に環境技術を提供し、GHGs 削減余地の大きい国において、より少ない費用で GHGs を

                                                   
23「3) JCM」については、特に断りがない限り、環境省(2019)、資源エネルギー庁公式ウェブサイト、森

林総合研究所公式ウェブサイトによる。 



23 

 

削減することは、理に適っている。さらに、JCM では、先進国は、削減目標達成へのクレジットを、

途上国は、先進的な低炭素技術の恩恵を享受することができる。特に、途上国にとって、先進的な

低炭素技術は、投資回収を見込みにくいため、JCMの果たす役割は、非常に大きい。 

また、京都議定書で活用された JCMの前身に当たる CDM と比較すると、JCMの方がより簡易

で、柔軟で、効率的な仕組みである。CDM は、全てのプロセスを UNFCCC 理事会の下で実施し

ていたため、事業の開発から実施まで多大な時間を要するなど、民間部門による事業実施の障害

となり問題視されていた。それに対し、日本政府が提唱している JCM は、我が国と、パートナー国

の 2か国で実施されるため、迅速かつ個々の途上国の実情に応じて事業を進めることが出来る、と

いう大きな利点を持っている。JCM と CDMの比較を表 3.8にまとめた。 

 

 

表 3.8 CDM と JCMの比較 

 

  出典：資源エネルギー庁公式ウェブサイトに基づき筆者作成。 

 

 

日本政府は、パリ協定第 6条を根拠に、JCMを進める姿勢を示している。しかし、前述した通り、

2020年 12月に開催された COP25において、市場メカニズムを活用する際のルールは、採択され

なかった。パリ協定において、未だ市場メカニズムの具体的な国際ルールは決定されていないた

め、現状、パリ協定の下で JCM を運用することは出来ない。したがって、JCM は、現在24、取引を

行わないクレジット制度として、開始されている。 

我が国は、パリ協定に基づき、JCM を GHGs 削減目標積み上げの基礎としていないが， JCM

を通じて獲得した排出削減・吸収量を我が国の削減として適切にカウントし、画期的な低炭素技術

を普及していくことを公表している25。尚、図 3.9に JCMのスキームを示した。 

 

                                                   
24 2020 年 1 月 20 日時点。 
25 環境省(2019)。 
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図 3.9 JCMのスキーム 

 
出典：環境省(2019)に基づき筆者作成。 

 

 

この JCMを推進するために日本政府は、4つの資金支援事業を行っている。 

第 1に、「JCM設備補助事業」である。これは、エネルギー起源 CO2排出削減のための設備・

機器を導入する事業に対して、環境省が、初期投資費用の 1/2以下を補助する取り組みである。

これを受けて、JCM事業としての登録及びクレジットの発行を目指す。クレジット発行後は、クレジ

ットの 1/2以上を、政府に納入する仕組みである。また、この事業には、JICA(国際協力機構)など

政府金融機関が支援する事業と連携した資金支援が含まれる。 

 第 2に、「JCM REDD+補助事業」である。これは、REDD+( Reducing Emissions from 

Deforestation and Forest Degradation in Developing Countries + Conservation of Forest 

Carbon Stocks, Sustainable Management of Forest, Enhancement of Forest Carbon Stocks 

in Developing Countries)に向けた活動を行うとともに、JCMを通じて我が国の削減目標達成に

貢献する事業に対して、環境省が、定額補助を行う取り組みである。クレジットを取得した際は、事

業実施国への配分量を除いたもののうち、補助対象経費に占める補助金額の割合と、1/2を比較

して大きい方以上を、日本政府に納入する。 

REDD+とは、途上国が、森林減少・劣化の抑制により、GHGs 排出量を減少させた場合や、森

林保全により、炭素蓄積量を維持・増加させた場合に、 先進国が途上国への経済的支援を実施

するメカニズムのことである。REDD+は、「途上国における森林減少・森林劣化からの CO₂の排出

が、人間活動による GHGs 排出の約 2 割を占めている」という IPCC の AR4 や、COP13 におけ

る、バリ行動計画(Bali Roadmap)において、「途上国における森林減少・劣化の抑制によるGHGs

排出の削減」が合意されたことを契機に注目されるようになった。また、IPCC の最新報告書である

AR5 において、歴史的に気候変動の原因の 1/3 は、森林減少などの土地利用変化であり、現在

でも GHGs 排出の原因の 1 割を占めていることが強調されている。また、同じく AR5 において、

REDD+は、あらゆる排出削減対策の中でも、非常に費用対効果の高い取り組みであるとされた。 

 第 3に、「ADB信託基金」である。これは、導入コストが高いことから、アジア開発銀行（Asian 

Development Bank; ADB）の事業で採用が進んでいない優れた低炭素技術が事業で採用され
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るように ADBの信託基金に拠出した資金で、その追加コストを軽減する取り組みである。 

 第 4に、「JCM実証事業」である。これは、資金援助のもと、NEDO(新エネルギー・産業技術総

合開発機構)と、経済産業省によって実施されている。GHGs排出削減量を検証するために必要

な費用を支援する。 

現在、この 4つの JCM資金支援事業のもとで、計 99の事業が進められている。事業の分野を

大別すると、再生可能エネルギー、省エネルギー、廃棄物・熱利用、コジェネレーション26、交通、

REDD+と分けられる。 

 我が国は、現在、17 カ国の国々と JCM を構築し、計 48の事業が JCM事業として登録されてい

る27。JCM登録済み事業(国別順)を表 3.10 にまとめた。尚、エチオピア、ケニア、コスタリカ、メキシ

コ、チリ、ミャンマー、フィリピンにおいては、日本と JCM を締結しているが、未だ JCM に登録され

た事業はない。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
26 熱源より電力と熱を生産し供給するシステム。 
27 2019 年 7 月 26 日時点。 
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表 3.10 JCM登録済み事業(国別順) 

 

 

 



27 
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出典：JCM Official Website及び IGES(2019)に基づき筆者作成。 

 

 

4. JCM事業の効果分析 

 

表4.1に JCM登録済み事業の分野ごとのCO₂平均総削減量及びCO₂平均年間削減量(以下、

CO₂を省略)を、表 4.2に JCM資金支援事業の平均年間削減量をまとめた。尚、JCM資金援助事

業においては、実施期間が非公表であったため、総削減量については、まとめなかった。 

また、図 4.3に JCM登録済み事業の分野ごとの平均総削減量を、図 4.4に JCM登録済み事業

の分野ごとの平均年間削減量を、図 4.5に JCM登録済み事業の国別事業数をまとめた。 

さらに、JCM登録済み事業と、JCM資金支援事業を分野別及び削減量順に並び替えた。表 4.6

に JCM 登録済み事業(分野別順)を、表 4.7 に JCM 登録済み事業(年間削減量順)を、表 4.8 に

JCM登録済み事業(総削減量順)を、表 4.9に JCM資金支援事業(国別順)を、表 4.10に JCM資

金支援事業(分野別順)を、表 4.11 に JCM 設備補助事業(年間削減量順)を、表 4.12 に JCM 

REDD+補助事業を、表 4.13に ADB信託金を、表 4.14に JCM実証事業をまとめた。尚、資金支

援事業のうち、既に本事業に登録された事業は、資金支援事業の表から除外した。 

 

1)  JCM登録済み事業 

総削減量が多いのは、分野別に、①廃棄物・熱利用、②コジェネレーション、③再生可能エネル

ギー、④省エネルギー、⑤交通の順である。次に、年間削減量が多いのは、①廃棄物・熱利用、②

コジェネレーション、③省エネルギー、④再生可能エネルギー、⑤交通の順となり、再生可能エネ

ルギーと省エネルギーの順が入れ替わった。この逆転の現象が起きる理由は、実施年数にある。

年間削減量では、省エネルギー事業は、再生可能エネルギー事業の約 1.5倍の削減量があるが、

実施年数では、再生可能エネルギー事業の方が省エネルギー事業より約 1.4 倍長い。つまり、短

期的な視点で見ると、省エネルギー事業の方が再生可能エネルギー事業より削減量が多いが、長
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期的な視点で見ると、再生可能エネルギー事業の削減量が省エネルギー事業の削減量より多くな

る可能性が高い。 

さらに、特筆すべきは、廃棄物・熱利用及びコジェネレーション事業の削減量が、多いことである。

事業数が異なるため、単純に比較することは出来ないが、削減「量」の観点から見ると、省エネルギ

ー及び再生可能エネルギー事業より廃棄物・熱利用及びコジェネレーション事業の方が優れてい

る。 

 

2)  JCM資金支援事業 

年間削減量の多さは、①REDD+、②廃棄物・熱利用、③再生可能エネルギー、④交通、⑤コジ

ェネレーション、⑥省エネルギーの順となった。JCM 資金支援事業まで対象を拡大して比較すると、

REDD+の年間削減量が、突出して最も多くなる。JCM 資金支援事業における REDD+の年間削

減量は、最も少ない省エネルギー分野の約 5,625 倍であり、2 番目に多い廃棄物・熱利用分野で

も、約 602倍である。 

また、再生可能エネルギー事業の削減量が多い。ここでは、再生可能エネルギー事業が、省エ

ネルギー事業の約 6 倍の削減量となっている。これをみると 2 点指摘できる。1 つ目は、再生可能

エネルギー事業の種類による差異である。JCM 登録済み事業の再生可能エネルギーは、太陽光

発電だけであったのに対して、JCM 資金支援事業では、風力発電や、水力発電(小水力発電を含

む)も事業として実施されている。2 つ目は、事業開始年である。両者の平均開始年は、2 年と大き

な変わりはないが、この差が多かれ少なかれ、削減量の差に影響していると推測できる。 

廃棄物・熱利用及びコジェネレーション事業については、登録済み事業において、前者は、イン

ドネシアにおける「セメント工場における廃熱利用発電」、後者は、インドネシアにおける「自動車製

造工場におけるガスコジェネレーションシステムの導入」の規模が非常に大きかったため、ここでの

削減量は、登録済み事業に比べて少なくなっている。しかし、廃棄物・熱利用事業の削減量につ

いては、JCM登録済み事業と同様に、他の分野より多い。 
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表 4.1 JCM登録済み事業の削減量 

 

出典：ibid.に基づき筆者作成。 

注：コジェネレーションの開始年については、非公表。 

 

表 4.2 JCM資金支援事業の削減量 

 

出典：ibid.に基づき筆者作成。 

注：JCM実証事業については、削減量が非公表であったため、除外した。 

 

 

図 4.3 JCM登録済み事業の分野別平均総 CO₂削減量 

 
    出典：ibid.に基づき筆者作成。 

省エネ 再エネ 廃棄物・熱利用 交通 コジェネレーション

平均総削減量(tCO₂) 16,207 18,015 844,690 2,760 196,137

平均年間削減量(tCO₂/年) 2,011 1,340 140,782 307 19,614

平均実施年数 9.8 14.3 9.0 10.0 9.0

平均開始年 2014 2015 2014 2013 -

事業数 32 13 1 1 1

JCM登録済み事業

省エネ 再エネ 廃棄物・熱利用 交通 コジェネレーション REDD+

平均年間削減量(tCO₂/年) 2,321 15,501 21,652 11,960 10,537 13,055,896

平均開始年 2016 2017 2017 2018 2016 2015

事業数 35 36 12 2 6 5

JCM資金援助事業
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図 4.4 JCM登録済み事業の分野別平均年間 CO₂削減量 

 
    出典：ibid.に基づき筆者作成。 

 

 

図 4.5 JCM登録済み事業の国別事業数 

 

    出典：ibid.に基づき筆者作成。 
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表 4.6 JCM登録済み事業(分野別順) 
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出典：ibid. に基づき筆者作成。 
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表 4.7 JCM登録済み事業(CO₂年間削減量順) 
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出典：ibid. に基づき筆者作成。 

 注：廃棄物・熱利用を茶色、省エネルギーを白色、再生可能エネルギーを黄色、交通を青色、コジェネレーション 

を灰色に色分けした。 
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表 4.8 JCM登録済み事業(CO₂総削減量順) 
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出典：ibid. に基づき筆者作成。 

注：廃棄物・熱利用を茶色、省エネルギーを白色、再生可能エネルギーを黄色、交通を青色、コジェネレーショ

ンを灰色に色分けした。 
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表 4.9 JCM資金支援事業(国別順) 
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出典：ibid. に基づき筆者作成。 
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表 4.10 JCM資金支援事業(分野別順) 
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出典：ibid. に基づき筆者作成。 
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表 4.11 JCM資金支援事業(CO₂年間削減量順) 
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出典：ibid. に基づき筆者作成28。 

注：廃棄物・熱利用を茶色、省エネルギーを白色、再生可能エネルギーを黄色、交通を青色、コジェネレーショ

ンを灰色に色分けした。 

 

 

表 4.12 JCM REDD+補助事業 

 

 出典：ibid. に基づき筆者作成。 

 注：REDD+を緑色で示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
28 JCM 実証事業の削減量は非公表。 
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表 4.13 ADB信託基金 

 

 出典：ibid. に基づき筆者作成。 

 注：廃棄物・熱利用を茶色、省エネルギーを白色、再生可能エネルギーを黄色に色分けした。 

 

 

表 4.14 JCM実証事業 

 

 出典：ibid. に基づき筆者作成。 

 注：省エネルギーを白色、再生可能エネルギーを黄色に色分けした。 
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5. GEF事業の費用対効果分析 

  

GEF は、1992 年に、全世界における環境問題への取り組みを支援するために設立された。設

立以来、GEF は、200 億米ドル近くの助成金を提供し、170 カ国で、4,700 以上の事業に 1,070 億

米ドルの協調融資を追加で動員した。 

 表 5.1 と表 5.2 に GEF 事業の費用対効果を含めた概要をまとめた。GEF は、多国間協力のスキ

ームであるため、2 国間協力である JCM に比べ事業の規模が大きい。尚、国内の温暖化対策事

業(2010 年～2015 年における省エネ・再エネ事業)の事業耐用期間における平均費用対効果は、

6,904円/ tCO2e 29であることから、国際協力による温暖化対策事業の方が国内事業より費用対効

果が高い、という結果を得られた。 

 

 

表 5.1 GEF事業 

 

                                                   
29 電力中央研究所(2016)に基づき筆者算出。 
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出典：GEF Official Websiteに基づき筆者作成。 

注：REDD+を緑色、省エネルギーを白色、再生可能エネルギーを黄色に色分けした。 

注：耐用年数は、JCM事業を参考に、省エネは、10年、再エネは、15年とした。REDD+については、CDM事

業における森林保全事業を参考に 30年とした。 
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表 5.2 GEF事業 費用対効果 

 

 出典：ibid.に基づき筆者作成。 

 

 

1) 省エネルギー 

 省エネルギー事業の費用対効果(円/ tCO2e)は、投資期間(以下短期とする)では 6,677 円、事

業耐用期間(以下長期とする)では 2,622円である。同事業の特徴は、費用が低い点である。 

 

2) 再生可能エネルギー 

 再生可能エネルギー事業の費用対効果は、短期では、12,356 円、長期では、3,730 円である。3

つの分野の中では、最も費用対効果が低い結果となった。しかし、太陽光発電の費用対効果(長

期)は、2,900 円と、比較的高く、風力発電は、4,458 円30と、低いなど、再生可能エネルギーの種類

によって、異なる結果が得られた。 

同事業の特徴は、費用は高いが、削減量が多く、耐用年数が長い点である。そのため、同事業

の費用対効果は、年数を重ねるごとに、大きく上昇していく。また、再生可能エネルギーの種類に

よっては、技術開発によるエネルギーコスト低下が考えられる。2010 年から 2018 年における再生

                                                   
30 太陽光発電については、メキシコの「農村の小規模地域向け統合エネルギーサービス」とチリの「チリ

におけるローカルソーラーテクノロジーの促進と開発」を、風力発電については、ベラルーシの「風力発

電開発への取り組み」とスーダンの「風力発電による発電の推進」の費用対効果をそれぞれ加重平均した

値。 

省エネ 再エネ REDD+

平均年間削減量
tCO2e/年

74,636 232,421 3,692,001

平均事業費用
円

1,698,853,660 8,448,003,640 7,558,668,160

平均総削減量(事業耐用期間)

tCO2
746,360 3,486,317 110,760,035

費用対効果(投資期間※1)

円/tCO2e
6,677 12,356 668

再エネ省エネ比(※1) 1 1.9 -

費用対効果(事業耐用期間※2)

円/tCO2e
2,622 3,730 113

再エネ省エネ比(※2) 1 1.4 -

平均実施年 2011 2011 2014

GEF事業　費用対効果
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可能エネルギーコストの変化については、太陽光は、77％減、洋上風力は、21％減、陸上風力は、

35％減、バイオマスエネルギーは、18％減、地熱は、50％増、水力は、31％増となっている31。これ

を考慮するならば、さらに、省エネルギーとの費用対効果の差は、狭まる可能性が高い。 

また、ここで、追加的な便益として、再生可能エネルギーの普及は、化石燃料への依存を弱め、

途上国におけるエネルギーへのアクセス向上やエネルギー自給率を向上させることが挙げられる。 

 

3) REDD+32 

 REDD+事業の費用対効果は、短期では、668 円、長期では、113 円である。3 つの分野の中で

最も費用対効果が高い結果となった。同事業の特徴は、耐用年数が長く、削減量が多い点である。

さらに、同事業には、生態系や生物多様性の保全、水源涵養や地域住民の生計向上(農業生産

性の向上・果樹栽培等)などのマルチベネフィット(multiple benefits)がある。しかし、植林事業に

共通する、山火事や、不法伐採などの長期間であるがためのリスクと、不確実性は、常に心配され

る点である。 

 

 

6. 結論 

 

6.1 分析結果による発見 

 

 ここでは、前述の削減量と費用を分析して、そこから得られた発見を整理する。 

 

6.1.1 JCM事業 

 

1) 総削減量 

 JCM 登録済み事業において、GHGs の総削減量が多いのは、➀廃棄物・熱利用、②コジェネレ

ーション、③再生エネルギーの順である。一般的には、気候変動分野において、省エネルギーや

再生可能エネルギーへの期待がしばしば議論の対象となるが、少なくとも、「量」的には、廃棄物・

熱利用の効率が高いといえる。 

 

2）年間削減量 

JCM登録済み事業において、GHGsの年間削減量が多いのは、➀廃棄物・熱利用、②コジェネ

レーション、③省エネルギーの順である。事業実施年数に影響を受けるので、③の順位の入れ替

わりには、解釈の幅があるが、「量」的に、廃棄物・熱利用の効率が高いのは変わらない。 

                                                   
31 IGES(2019)。 
32「3)REDD+」については、特に断りがない限り、環境省公式ウェブサイト炭素市場エクスプレスによ

る。 
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また、JCM 資金支援事業を対象として比較すると、REDD+の年間削減量が、突出して最も多く

なる。REDD+については、山火事などのリスクといったデメリットと生態系サービスの確保など追加

の便益といったメリットの両方があるため、前述とは単純には比較できないが、気候変動対策という

点では、極めて効果的なことがわかる。 

 

 

6.1.2. GEF事業 

 

1）総削減量 

 GEF 事業において、GHGs の総削減量が多いのは、➀REDD+、②再生可能エネルギー、③省

エネルギーの順である。 

 

2）年間削減量 

 GEF 事業において、GHGs の年間削減量が多いのは、同様に、➀REDD+、②再生可能エネル

ギー、③省エネルギーの順である。 

 

3）費用対効果  

 これらの費用対効果(円/ tCO2e)を見ると33、REDD+が 113 円、省エネルギーが 2,622円、再生

可能エネルギーが 3,730円という順となっている。 

 また、再生可能エネルギーの中でも、太陽光発電が 2,900円、風力発電が 4,458円と、費用対効

果が異なる。 

 

 

6.1.3 JCM と GEF両事業の比較 

   

まず、削減量の観点から、JCM は、廃棄物・熱利用とコジェネレーションにおいて、優れていると

言える。また、これは、GEF では、ほぼ実施されていないので、世界全体での GHGs 削減への貢

献が高いと言える。REDD+については、削減量がとても大きく、期待されるべき分野である。 

 次に、費用対効果であるが、環境省(2016)は、JCM 設備補助事業について、「プロジェクトごとの

費用対効果をみると、その多くは 1,000 円/tCO2 以下である。事業全体の費用対効果（約 3,500

円／tCO2）は、エネ特事業全体のうち上位に位置づけられる」と指摘している34。また、前述した通

り、国内において、実施される温暖化対策事業の費用対効果は、6,904 円である。これらを考慮す

るならば、JCM 事業のほとんどは、国内事業及び GEF の省エネルギーや、再生可能エネルギー

よりも費用対効果が高い、という推測は成り立つ。 

                                                   
33 期間を事業耐用年数期間とする。また、1US$＝100 円とした。 
34 環境省(2016)。 
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 したがって、JCM にて、もともと費用は高くない REDD+、廃棄物・熱利用を推進すれば、量・費

用ともに効率的な国際協力による気候変動対策が可能だと期待できる。 

 

 

6.2 政策への示唆 

 

 以上から、国際協力による気候変動対策として、以下の点を政策への示唆として指摘できる。 

 

1）費用対効果が突出して高い REDD+事業や削減量の多い廃棄物・熱利用及びコジェネレーショ

ン事業を優先的に行うべきである。 

 省エネルギー事業と再生可能エネルギー事業では、費用対効果は、前者の方が高く、削減量は、

後者の方が多いという特徴がある。この異なる特徴を生かし、両者を適切に組み合わせて実施す

ることが望ましい。例えば、規模を抑え、効率よく事業を実施する際は、省エネルギー事業を実施

するべきであるのに対して、NDC などの削減目標を考慮するなら、再生可能エネルギー事業を優

先的に実施するべきである。 

 また、再生可能エネルギーの費用対効果については、風力発電よりも太陽光発電の方が高いこ

とから、再生可能エネルギーの中でも、太陽光発電事業を優先的に実施するべきである。 

  

2）京都議定書における約束期間が、2020 年に終了するのを間近に控え、JCM の締結国は、年々

増加し、JCM への注目は、高まってきている。国際的に気候変動対策が急務となっている中、先

進国と、途上国が協力して取り組むことができる JCMは、非常に大きな可能性を秘めている。 

NDC に、JCM などの国際協力による削減分は、カウントされるべきである。また、これに関する

国際メカニズムについて、UNFCCC COP26にて正式に認可されるべきである。 

 特に、日本の JCM は、削減効果が高い。これは、国際協力という前提にて、初めて可能である。

JCM は、日本、JCM 受入国、UNFCCC 締約国全体、どれにとってもメリットがある。このようなスキ

ームを条約上、曖昧な立場に置くべきではない。締約国は、これを正式に認可し、むしろ推奨すべ

きである。  
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付録：COP2535 

 

12 月 2 日～12 月 15 日の間、COP25 がスペインのマドリードで開催された。COP25 のポイント

を以下にまとめた。 

 

1) パリ協定第 6条：詳細決定を持ち越し 

 COP25 では、COP24 で合意に至らなかった市場メカニズムの実施指針の交渉が一つの焦点と

なった。しかし、技術的論点に加え、各国の利害が絡み合う政治的な側面もあり、すべての論点に

ついて完全に合意するには至らなかった。したがって、JCMによるクレジット創出の実現も、来年以

降に持ち越された。 

 

2) 2030年目標の見直し 

 各国の 2030 年目標を合計しても、2℃目標達成には不十分であることが報告されている。また、

2018年には、IPCCから SR1.5が公表され、気候変動影響を最低限に抑えるためには、1.5℃を目

指すべきであることが示された。これを受けて、COP25 では、できるだけ多くの国が、2030 年目標

を見直すよう呼びかける文案が議論された。しかし、最終合意文書では、「shall(しなければならな

い)」といった強い表現は用いられず、COP21 決定に言及し、目標見直しを推奨するに留まる表現

となった。 

 

3) ロス＆ダメージに関するワルシャワ国際メカニズム 

 国連気候変動枠組み条約第 19 回締約国会議(COP19)にて気候変動枠組条約の下に設置され

た、「ロス＆ダメージに関するワルシャワ国際メカニズム(Warsaw international mechanism for 

loss ＆ damage; WIM)」のレビューが実施された。一部の国から、GCFに対し、ロス＆ダメージへ

の支援を求める主張が見られところ、既存の枠組の中で、検討を続けることになった。また，ロス＆

ダメージに対する活動を支援する専門家グループ及びロス＆ダメージにおける技術支援を促進す

るためのサンティアゴネットワークを設置することで合意に至った。 

 

 

 

   

 

  

 

                                                   
35「付録 COP25」については、特に断りがない限り、外務省公式ウェブサイト、国立環境研究所公式ウ

ェブサイトによる。 


